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　早稲田大学図書館と慶應義塾大学メディアセンター（図
書館）は、2017年 5月 12日、「早稲田大学図書館と慶應
義塾大学メディアセンターのシステム共同利用による連携
強化に関する覚書」を締結した。この覚書は、両大学図書
館が共同で利用する図書館システムを選定、そこに両大学
の図書データを格納し、これを相互利用することによって
利便性の向上を図ることを前提としたものであり、2020
年度を目途に共同運用の開始を目指す。
　共同運用によるメリットは、以下の通りである。
（1）システム共同運用による運用の安定化とコスト削減
（2）目録形式の標準化、目録作成のコスト削減
（3）早慶間での知識・経験の共有、人的交流の促進
（4）共同運用による利用者サービス・資料の充実
　異なる大学同士による図書館システム共同運用は、実現
すれば日本国内初の事例となる。
早稲田大学と慶應義塾大学の図書館利用協力の現状
　早稲田大学と慶應義塾大学は、1986年 4月 1日より「早
稲田大学および慶應義塾の図書館相互利用に関する協定
書」を締結し、今現在でも、お互いの大学に所属する学生、
教職員の相互利用に便宜を図っている。今回の覚書はこの
協定の枠組みを拡大するものである。
　早稲田大学に関して言えば、2017年度現在、専任教職
員（助教、助手、名誉教授を含む）、大学院学生、学部学
生は、学生証・教職員証・名誉教授証を提示するだけで、
慶應義塾大学の図書館（三田メディアセンター、日吉メ
ディアセンター、理工学メディアセンター、信濃町メディ
アセンター、湘南藤沢メディアセンター、薬学メディアセ
ンター）を利用することができる。さらに、このうち専任
教職員は、三田メディアセンターで図書利用券の発行を受
けることによって、前述の慶應義塾大学の図書館の資料を
貸出することができる。
　通常、私立大学の図書館を訪問利用するためには、自ら
が所属する大学図書館に、先方の大学図書館への依頼、紹
介状の作成を行ってもらい、その紹介状を訪問先の大学図
書館で提示する必要がある。まして訪問先の大学図書館か
ら資料を貸出することなどは、ほとんど認められていな
い。特に早稲田大学や慶應義塾大学のように充実したコレ
クションや、貴重資料を有する大学図書館に至ってはなお
さらである。早稲田大学と慶應義塾大学の図書館が相互に
結んだ利用協定は、お互いにかなりの便宜を図っているこ
とになると言えるだろう。
　利用協定の範囲は訪問利用だけでなく、ILLサービスに
も及んでいる。ILL（Interlibrary Loan）とは、異なる機
関の図書館から図書を取り寄せて、所属図書館内で利用者
に閲覧させるサービスである。また、資料そのものではな
く、資料の複写物を取り寄せて利用者に提供するサービス
も ILLと呼ばれる。前者が現物貸借、後者が文献複写と
しての ILLということになる。たとえば雑誌の現物貸借
は対象外であるため、雑誌論文の場合は文献複写が利用さ
れることになる。
　早慶の図書館はお互いに物流の定期便を行き来させ、常
時 ILLのやり取りを行っている。また、通常の ILLの場
合、複写料金は学内者よりも高く設定されることがあるが、
早慶の教職員、学生についてはお互いに学内者料金で ILL
に応じている。例えば、早稲田大学の大学院学生が研究上
求める論文が早稲田大学図書館に所蔵されていない場合、
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ことで、論文のコピーを取り寄せ、それほど多くの料金を
かけずに入手することができるのである。
図書館システムの共同運用の目的とメリット
　早稲田大学と慶應義塾大学がこのような図書館相互利用
を実現してきた背景には、私立大学としての位置づけの類
似や、交流の歴史、そして、図書館の規模の相似性がある。
図書館に関して言えば、早稲田大学図書館は延べ約 570
万冊、慶應義塾大学図書館は延べ約 490万冊の蔵書数を
誇り、いずれも日本最大規模の図書館である。また、大学
の学部・学科構成など、学問分野の面でも相互補完し得る
存在であるため、図書館の所蔵資料も補完しうる関係であ
ることが指摘できる。各種スポーツにおいての早慶戦に顕
著なように、両校は伝統深くライバルであるからこそ、私
立大学の雄としてお互いに協力できる関係にもあったと言
える。この両校はその大規模な蔵書を管理するため、早く
から図書館システムを採用し、運用してきた。このシステ
ムにおいてそれぞれ蔵書目録（本や雑誌の書誌情報や、そ
の所蔵情報）を作成し、利用者に提供している。このよう
な大規模なシステムを個別の大学で運用することはこれま
で当たり前のことであった。しかし、時代の流れとともに、
インターネットのクラウド上でこのような図書館システム
を運用することも可能となってきたため、早慶のような大
規模大学の図書館において、メリットの（1）に掲げる「シ
ステム共同運用による運用の安定化とコスト削減」が検討
できる段階に入ってきたのである。
　また、時代の変化とともに、目録情報をインターネット
で共有し、それぞれの図書館で改変しながら使うことが可
能となってきたことも、今回のシステム共同運用の背景に
ある。この点で、早慶の図書館の蔵書数の規模が同程度で
ある、ということは大きな意味を持つ。図書館システムを
共同で運用することによって、両大学とも購入するような
流通の多い学術書については、早稲田と慶應がある程度共
通で目録を作成し、それを両大学でシェアしてそれぞれに
利用することが可能となってくる。また、図書館目録の形
式には、世界的な標準形式があり、早慶ともある程度この
形式に準拠している。今回のシステムの共同運用は、この
標準化をさらに推し進めるきっかけともなり得る。仮に、
早慶の蔵書目録が世界的な標準形式に合わせて作成される
となれば、日本の目録情報の流通にも大きなインパクトを
与える可能性もでてくる。冒頭に掲げたメリットの（2）「目
録形式の標準化、目録作成のコスト削減」は、これらの点
を総合的に表したものである。
　また、システムの共同運用を行うことで、早慶の図書館
職員がある程度標準化されたサービス提供の流れや業務フ
ローに置かれることとなる。大学図書館の人的資源は日本
全国で減少傾向にあるが、メリット（3）に掲げた「早慶
間での知識・経験の共有、人的交流の促進」が早慶の間で
実現されることも、期待される効果である。
日本初の図書館システム共同運用を目指して
　本稿執筆中の 2017年 8月現在、具体的なシステムやベ
ンダーは未定であり、その選定に向けて早慶の図書館員が
打ち合わせを重ねている最中である。複数の大学による
システムの調達はコンソーシアムと呼ばれる連合単位で
行われ、海外では米国の OCA（Orbis Cascade Alliance）
や、 香 港 の JULAC（The Joint University Librarians 
Advisory Committee）など、いくつかの事例がある。早
慶の事例は、実現すれば日本初のコンソーシアムによる図
書館システム共同運用の事例となる。
　この共同運用について、これまで本稿が挙げてきた 3点
のメリットは、どちらかというと図書館業務を行う側から
の視点であった。しかし、真に重要なことはメリットの
（4）「共同運用による利用者サービス・資料の充実」であ
ろう。これまでの 3点、運用の安定化とコスト削減、目録
形式の標準化と目録作成のコスト削減、人的な知識・経験
の共有と交流促進を経て、これまで以上に優れたサービス
と資料を利用者に提供できること、そのことこそが、最終
的な目的であると言える。1986年の協定以来実現してき
た早慶の図書館協力が、システムや目録の面でもより利用
者の利便性を高めることになる。システムや職員はあくま
で裏方として稼働するものにすぎない。しかし、その結果
たるアウトプットが、早慶いずれの学生、教職員にとって
も、充実した学術情報へのアクセスを保障することとなる
だろう。
